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樽
商
科
大
Aふ4

ナ
商
品...... 
づら

部麟翻翻

助
教
捜

北
海
道
の
行
財
政

ιつ
い
て
は
い
い
諾
を
耳
に
す
る
こ
と
が
久
し
く
な
い
。

ま
し
て
マ
ス
コ
ミ
か
ら
流
さ
れ
る
構
報
で
拭
、
さ
ん
ざ
ん
な
雷
わ
れ
よ
う
で
あ
る
。

本
論
で
は
北
海
道
の
財
政
が
ど
う
な
っ
て
い
る
の
か
、

道
債
と
い
う
公
的
資
金
の
借
入
状
況
を
手
が
か
り
に
、

病
巣
が
判
明
し
て
初
め
て
次
の
手
も
打
で
る
。

ま
ず
は
実
態
を
見
極
め
よ
う
。

糊
関
融
韓
同
靭

ん
、
史
的
制
鯨
骨
髄

を
反
映
し
て
地
方
交
付
税
が
0

・
2
%
の
マ

イ
ナ
ス
と
な
る
な
か
、
地
方
消
費
税
の
創
設

や
法
人
税
の
増
択
に
よ
り
、
道
税
収
入
全
体

で
日

@
1
%
の
増
加
が
見
込
ま
れ
て
い
る
。

だ
が
、
税
収
増
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
道
債

発
行
額
は
対
前
年
度
比
4

・
5
%
と
膨
ら
み

続
け
、
歳
入
の
道
債
依
存
率
は
け
で

3
%
の

高
水
準
(
過
去
最
高
は
お
年
度
の

u
・
9
%
、

ち
な
み
に
貯
年
度
の
地
方
財
政
計
画
で
は

日

@
9
%
)
に
あ
る
。
さ
ら
に
は
、
財
政
調

整
基
金
(
年
度
問
の
財
源
の
過
不
足
を
調
整

す
る
た
め
の
積
立
金
)
な
ど
の
取
り
崩
し
が

m
・
3
%増
加
し
、
歳
入
全
体
と
し
て
苦
し

い
や
り
く
り
と
な
っ
て
い
る
。
言
い
換
え
れ

ば
、
道
財
政
は
、
税
収
の
見
込
み
知
何
に
よ

っ
て
は
予
算
編
成
そ
の
も
の
に
支
揮
を
き
た

す
状
況
に
あ
る
と
い
え
よ
う
。

歳
出
面
で
は
投
資
単
独
事
業
費
の
伸
び
が

目
立
ち
、
こ
れ
を

m
・
4
%
増
や
す
積
極
型

の
予
算
と
な
っ
て
い
る
(
貯
年
度
地
方
財
政

先
頃
、
道
は

1
9
9
7
年
度
当
初
予
算
案

を
発
表
し
た
。

一
般
会
計
は
総
額
で

2
兆
9
7
3
7
億
2

4
0
0
万
円
、
部
年
度
当
初
予
算
比
4
@
8
%

の
増
加
(
地
方
消
費
税
関
連
経
費
な
ど
を
捺

く
実
質
で
は

2
e
7
%
の
増
加
と
な
っ
た
。

歳
入
面
で
は
、
国
の
厳
し
い
「
台
所
事
情
」



進行中の行財政改革は北海道を直撃する窃
計
画
で
は
伸
び
率
ゼ
ロ
)
。
そ
の
意
味
で
は
、

公
債
費
を
は
じ
め
と
す
る
義
務
的
経
費
の
増

加
(
対
前
年
度
比
印
・

8
%増
、
う
ち
公
債

費
は
2
・
2
%
増
)
か
ら
財
政
が
圧
迫
さ
れ

る
な
か
、
道
は
税
収
入
の
増
加
を
契
機
と
す

る
財
政
再
建
よ
り
も
、
積
極
的
な
事
業
の
拡

大
に
よ
る
将
来
的
な
税
増
収
対
策
を
選
択
し

た
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
。

本
稿
で
は
、
釘
年
度
予
算
案
で
過
去
最
高

の
借
入
額
4
2
3
9
億
7
0
0
0
万
円
を
計

上
し
、
発
行
残
高
が

3
兆
2
7
6
0
億
円

(
道
民
1
人
あ
た
り
貯
万
6
0
0
0
円
)
に

達
す
る
道
債
に
注
目
し
て
、
そ
の
現
状
を
証

券
ア
ナ
リ
ス
ト
の
視
点
か
ら
論
じ
て
み
る
こ

と
に
し
よ
う
。

町
年
度
は
大
幅
な
税
収
入
の
増
加
が
見
込

め
る
も
の
の
、
道
の
税
収
基
盤
は
未
だ
十
分

と
は
い
え
ず
、
経
常
収
支
比
率
の
経
年
的
な

上
昇
と
高
水
準
の
道
債
費
負
担
か
ら
財
政
の

硬
産
化
が
進
ん
で
い
る
。
そ
う
し
た
な
か

で
、
「
道
が
新
た
な
経
済
構
造
の
構
築
に
応

え
て
い
く
だ
け
の
支
払
能
力
を
保
持
し
う
る

の
か
」
と
い
う
こ
と
が
、
こ
こ
で
の
問
題
意

識
で
あ
る
。

道
)
の
相
対
的
な
信
用
力
か
ら
債
務
が
期
日

に
全
額
返
済
さ
れ
な
い
リ
ス
ク
を
分
析
す
る

こ
と
に
よ
り
行
わ
れ
る
。
一
般
に
、
道
債
務

の
返
済
が
滞
り
な
く
行
わ
れ
る
か
否
か
は
発

行
体
の
返
済
能
力
と
返
済
意
思
に
か
か
っ
て

い
る
。
道
債
を
評
価
す
る
場
合
も
、
民
間
企

業
と
同
様
に
、
こ
の

2
点
が
重
視
さ
れ
る
。

発
行
体
の
返
済
能
力
を
判
断
す
る
際
の
ポ

イ
ン
ト
は
、
発
行
体
が
利
用
で
き
る
返
済
原

資
〈
税
収
、
使
用
者
負
担
、
信
用
保
証
な
ど
)

の
性
質
と
額
で
あ
り
、
こ
れ
を
ど
の
程
度
ま

で
コ
ン
ト
ロ
!
ル
し
う
る
の
か
に
分
析
の
重

点
が
当
て
ら
れ
る
。
例
え
ば
、
道
民
の
所
得

が
全
国
平
均
を
上
回
る
水
準
に
あ
っ
た
と
し

て
も
、
課
税
の
強
化
に
強
い
皮
発
が
あ
る
場

合
に
は
、
北
海
道
経
済
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス

の
良
さ
は
、
道
の
返
済
能
力
に
は
つ
な
が
ら

な
い
だ
ろ
う
。
ま
た
、
道
債
を
利
用
し
た
イ

ン
フ
ラ
整
備
が
必
要
最
低
設
の
効
率
性
を
満

た
し
て
い
な
い
場
合
(
よ
り
嬬
的
に
は
、
道

債
の
調
達
コ
ス
ト
に
対
し
て
、
そ
れ
に
見
合

う
税
収
の
増
加
・
使
用
者
負
担
が
伴
わ
な
い

場
合
)
、
道
の
返
済
能
力
は
低
下
に
向
か
う

か
も
し
れ
な
い
。

債
務
を
返
済
す
る
意
思
に
つ
い
て
は
、
一

般
に
、
民
間
企
業
の
分
析
よ
り
も
重
視
さ
れ

る
。
返
済
を
渋
る
ケ
!
ス
と
し
て
は
知
事
の

交
代
や
致
治
的
な
問
題
が
考
え
ら
れ
る
が
、

遊
間
関
帥
掛
金
盛
鑑
す
立
と
が

で
曹
る
か

道
債
の
評
価
は
、
発
行
体
(
こ
の
場
合
は

(単位:千円・%)

期初送後残高 期中借入額 期中償還額 期末道{賓残I笥 平均調達手11回り 償還率(実績)償還率(実質) 送{費増加率

85年度 1. 055， 548， 637 186，619，000 64， 776， 334 1， 177，391. 303 7.317 6.137 6.282 11. 543 

86年度 1. 177， 391， 303 234，068，619 89，650，552 1. 321， 809， 370 6.906 7.614 6. 132 12.266 

87年度 1， 321. 809， 370 314，078，703 103， 809， 763 1， 532， 078， 310 6.407 7.854 7.895 15. 908 

88年度 1. 532， 078， 310 326， 221. 772 112， 659， 683 1， 745， 640， 399 5.931 7.353 7.389 13.939 

89年度 1，745，640，399 270，562，707 142，659，343 1， 873， 543， 763 4.644 8.172 14.697 7.327 

90年度 1， 873， 543， 763 250， 739， 046 121. 225， 762 2，003，057，047 5.358 6.470 11. 488 6.913 

91年度 2，003，057，047 227. 805. 111 126.797.683 2.104.064.475 5.265 6.330 11. 322 5.043 

92年度 2.104.064.475 289.417.240 132. 057. 318 2， 261. 424. 397 4. 955 6.276 10.526 7.479 

93年度 2. 261. 424. 397 373. 511. 875 326.498.605 2.308.437.667 4.850 14.438 11.410 2.079 

94年度 2.308.437.667 381. 824， 377 285， 983. 719 2，404.278.325 4.818 12.389 10.967 4. 152 

95年度 2.404.278.325 514.360.664 17 4. 066. 224 2.744.572.765 4.505 7.240 5.044 14. 154 

道債の{昔入・償還状況表1

資料)北海道『財政状況J各号
注)償還率(実績)は期初道債残高に対する償還実績額の比率、同(実質)は滅償基金への繰入を考慮した場合の償還率
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そ
の
兆
候
は
、
減
税
や
公
共
事
業
な
ど
の
景

気
刺
激
策
を
求
め
る
世
論
、
行
財
政
の
改
革

に
伴
う
歳
出
の
削
減
、
政
治
的
に
困
難
な
判

断
や
責
任
を
回
避
す
る
動
き
な
ど
に
現
れ

る
。
他
方
、
返
捺
の
意
志
が
強
い
こ
と
を
示

す
註
拠
は
、
財
政
状
況
の
如
何
に
か
か
わ
ら

ず
債
務
を
返
済
し
て
き
た
実
績
に
求
め
ら
れ

る。

税
土
父
通
安
全
対
策
特
別
交
付
金
)
と
対
比

す
る
と
、
「
道
債
残
高
/
一
般
財
源
」
は
お
年

度
の

1
・
4
倍
か
ら
趨
勢
的
に
増
大
し
、
部
年

度
に
は
2
@
2
倍
に
達
し
て
い
る
。
鉛
年
慶
、

肝
年
度
と
引
き
続
き
道
債
残
高
が
純
増
す
る

な
か
、
将
来
的
な
一
般
財
源
の
伸
び
が
そ
れ

を
上
回
ら
な
い
限
り
、
道
の
債
務
負
担
は
こ

れ
か
ら
も
増
大
し
続
け
る
こ
と
に
な
ろ
う

(
ち
な
み
に
、
引
年
度
当
初
予
算
案
で
は
2
@

4
倍
と
な
っ
て
い
る
)
。

で
は
、
債
務
に
付
帯
す
る
金
利
負
担
は
ど

う
か
。
道
出
演
の
平
均
調
達
利
回
り
(

H

H

支
払

金
利
等
/
道
債
期
中
平
均
残
高
)
は
、
市
中

金
利
の
低
下
を
背
景
に
但
年
度
以
降
年
々
低

く
な
り
、
弱
年
度
は
4
@
5
0
5
%
の
水
準
に

あ
る
。
だ
が
、
そ
の
一
方
で
、
4
e
5
0
5

%
と
い
う
数
字
は
、
道
債
を
利
用
し
た
イ
ン

フ
ラ
の
整
備
が
4
e
5
0
5
%
以
上
の
税
収

増
か
使
用
者
負
担
を
伴
わ
な
け
れ
ば
、
道
は

金
利
支
払
に
窮
す
る
こ
と
を
意
味
す
る
。
さ

ら
に
、
元
本
の
毎
半
期
3
%
〈
年
6
%
)
の

償
還
を
勘
案
す
る
な
ら
ば
、
道
債
の
利
用
に

は
、
現
行
で
叩
%
前
後
の
税
収
増
効
果
か
使

用
者
負
担
の
増
加
が
求
め
ら
れ
る
の
で
あ

る
。
非
効
率
な
「
ば
ら
ま
き
予
算
」
が
問
わ

れ
る
所
以
で
あ
る
。

累
積
す
る
道
債
残
高
に
対
し
て
そ
の
償
還

状
況
を
み
る
と
、
償
還
率
(
実
績
)
は
m
m
e
似

年
度
を
除
い
て
6
1
8
%
の
レ
ン
ジ
で
推
移

し
て
お
り
、
繰
上
償
還
を
勘
案
す
れ
ば
、
お

お
よ
そ
毎
半
期
3
%
軽
度
の
定
時
償
還
を
以

て
償
還
負
担
を
平
準
化
し
て
い
る
も
の
と
推

察
さ
れ
る
。
ま
た
、
繰
上
償
還
と
同
様
の
効

果
を
も
っ
減
債
基
金
へ
の
繰
入
を
含
め
た

べ
!
ス
と
の
対
比
で
は
、
部

i
m年
度
に
つ

い
て
は
、
償
還
率
(
実
質
)
が
同
(
実
績
)
を

上
回
っ
て
お
り
、
償
還
財
源
の
積
み
立
て
を

含
め
て
道
債
の
実
質
的
な
償
還
が
進
ん
だ
と

い
え
る
。
だ
が
、
m
m
年
度
以
降
は
償
還
率

(
実
費
)
が
同
(
実
績
)
を
下
回
っ
て
お
り
、

近
年
、
道
債
の
領
還
が
減
債
基
金
(
道
債
の

償
還
と
そ
の
信
用
の
維
持
の
た
め
に
積
み
立

て
ら
れ
た
基
金
)
の
取
り
崩
し
に
よ
っ
て
賄

わ
れ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。

具
体
的
な
信
用
力
の
測
定
で
は
、
こ
れ
ら

ふ
た
つ
の
視
角
か
ら
、
①
財
政
活
動
の
バ
ッ

ク
グ
ラ
ウ
ン
ド
と
な
る
北
海
道
の
経
済
力
、

②
道
の
債
務
管
理
と
財
政
状
態
、
③
政
治

的
@
行
政
的
な
リ
ス
ク
・
フ
ァ
ク
タ
ー
の
有

無
が
関
わ
れ
る
。
以
下
で
は
紙
幅
の
関
係
か

ら
、
主
と
し
て
②
に
焦
点
を
当
て
よ
う
。

璽
く
鍔
し
か
か
る

務
舞
踊
盟
と
横
川
智
く
り

さ
て
、
表
1

(
前
頁
)
は
道
債
の
借
入
・
償

還
状
況
(
決
算
ベ
ー
ス
)
を
示
し
た
も
の
で

あ
る
。
経
験
的
に
は
、
公
的
債
務
が
増
大
す

る
と
、
返
済
能
力
と
意
思
が
低
下
す
る
と
い

わ
れ
て
い
る
。
部
年
度
末
の
道
債
残
高
は
2

兆
7
4
4
6
億
円
。
直
前
の
叩
年
間
で
1
兆

5
6
7
2
億
円
増
え
、
そ
の
規
模
は
初
年
度

末
の
2
・
3
倍
に
も
膨
れ
上
が
っ
て
い
る
。

こ
れ
を
財
源
の
使
途
が
特
定
さ
れ
な
い
一
般

財
源
(
リ
道
税
十
地
方
議
与
税
十
地
方
交
付

こ
の
よ
う
に
、
道
債
集
担
は
年
々
累
積
し
、

金
利
支
払
に
楽
観
を
許
さ
な
い
状
況
に
あ

る
。
ま
た
、
償
還
に
つ
い
て
も
、
近
年
、
そ
の

内
実
は
苦
し
い
や
り
く
り
と
な
っ
て
い
る
。

そ
こ
で
、
道
が
債
務
の
元
利
償
還
に
備
え
て

適
切
な
返
済
能
力
を
保
持
し
て
い
る
か
ど
う

か
に
つ
い
て
み
て
み
よ
う
(
表
2
@
次
頁
)
。

ヂ
ッ
ド
@
サ
ー
ビ
ス
@
カ
バ
レ
ッ
ジ
(
以

下、

D
S
C
)
は
、
年
々
の
公
債
費
負
担
に

18 しやりばりMAY 1997 



遊詩中の行財教改革iま北海道を醒撃する

(単位:/'音・%)

デッド・サービス・カバレ、yジ 一般財源/歳出総額 義務的経費/一般財源 公債費/歳出総額 二基金残高/予算綴

85年度 1. 060 44.993 80.984 8.070 2.209 

86年度 o. 971 44.831 80.317 9.087 1. 003 

87年度 1. 177 45.443 75.810 9. 338 2.226 

88年度 1.377 45.926 72. 180 9.682 2.219 

89年度 2.169 53. 736 61. 139 9.628 6. 921 

90年度 2.106 54.019 63. 730 9.303 10. 946 

91年度 2. 206 54.630 62.632 9.256 14. 771 

92年度 1. 985 49.453 65.205 8.670 16.676 

93年度 O. 994 42. 901 66. 199 14.587 12.862 

94年度 1. 205 43.323 62. 371 13. 532 11. 938 

95年度 1. 345 41. 720 69.472 9.470 9. 736 

遵僚に対する支払能力表2

資料)北海道『財政状況』各号
注)デッド・サービス・カバレッジ= (一級財源一義務的経費)/公償資

促し、義務的経費は人件費と扶助費の合計
三基金は財政調整基金、教育施設~備基金、減償基金の合計

対
し
て
義
務
的
経
費
を
整
除
し
た
一
般
封
源

が
何
倍
あ
る
か
を
示
し
た
も
の
で
あ
り
、
税

財
政
基
盤
の
返
済
能
力
を
指
標
す
る
も
の
で

あ
る
む
こ
れ
に
よ
る
と
、
道
の

D
S
C
は

1

1
2告
の
レ
ン
ジ

(
m
i部
年
度
の
単
純
平

均
で
1
@
5
倍
)
で
推
移
し
て
お
り
、
実
際

に
公
債
費
の

8
割
以
上
を
一
般
財
源
で
手
当

し
て
い
る
現
下
で
は
、
返
済
能
力
に
さ
ほ
ど

の
余
力
は
な
い
。
こ
の
こ
と
を
裏
返
し
て
い

え
ば
、
普
通
建
設
事
業
費
な
ど
の
投
資
的
経

費
や
物
件
費
@
維
持
補
修
費
な
ど
の
そ
の
他

の
経
費
に
振
り
向
け
ら
れ
る
一
殻
財
源
が
き

わ
め
て
眠
ら
れ
て
お
り
、
せ
っ
か
く
の
収
入

も
借
金
の
支
払
い
に
費
や
さ
れ
て
し
ま
う
と

い
う
こ
と
だ
。
そ
の
意
味
で
は
、
道
の
財
政

は
弾
力
性
の
乏
し
い
構
造
と
な
っ
て
い
る
。

し
か
も
、
予
算
額
に
対
す
る
三
基
金
(
対

政
調
整
基
金
、
減
債
基
金
、
教
育
施
設
整
備

基
金
の
合
計
)
の
蓄
積
状
況
を
み
て
も
、
白

年
度
の

m
e
7
%
を
ピ
!
ク
に
母
下
傾
向
に

あ
り
、
一
般
財
源
の
変
動
に
対
す
る
バ
ッ
フ

ァ
l
を
喪
失
し
つ
つ
あ
る
。
返
済
能
力
の
余

力
に
乏
し
く
、
債
務
に
対
す
る
「
安
全
弁
」

も
基
金
の
取
り
崩
し
に
よ
っ
て
機
能
不
全
に

賂
り
つ
つ
あ
る
の
が
現
状
で
あ
る
。

そ
れ
で
は
、
道
の

D
S
C
を
改
善
す
る
た

め
に
は
ど
の
よ
う
な
対
応
が
必
要
と
な
る
の

だ
ろ
う
か
。

D
S
C
は
、
以
下
に
示
す
よ
う

に
、
歳
出
総
額
に
対
す
る
一
般
財
源
の
比
率

(
A
V

一
般
財
源
に
対
す
る
義
務
的
経
費
の

比
率

(
B
)
、
歳
出
総
額
に
占
め
る
公
債
費
の

比
率

(
C
)
と
い
う
3
つ
の
要
素
に
分
解
す

る
こ
と
が
で
き
る
。

ロω
(

)

リ
{
〉
(
同
!
出
)
¥
ハ
い
}

!

?

H

こ
の
こ
と
か
ら
、

D
S
C
を
改
善
す
る
た

め
に
は
、
①
道
税
収
入
を
中
心
と
す
る
税
財

政
基
盤
の
拡
充
、
②
人
件
費
を
は
じ
め
と
す

る
義
務
的
経
費
の
削
減
、
③
道
債
費
負
担
の

圧
縮
(
道
債
残
高
の
低
減
)
が
求
め
ら
れ
る
。

ヰ
誌
で
も

最
後
に
、
北
海
道
の
経
済
力
と
政
治
的
・

行
政
的
な
り
ス
ク
@
フ
ァ
ク
タ
ー
に
つ
い
て
、

若
干
言
及
し
て
お
こ
う
。
北
海
道
の
経
済
力

は
、
道
の
財
政
状
態
が
国
民
経
済
的
@
地
域

経
済
的
な
変
動
か
ら
受
け
る
影
響
の
大
き
さ

と
い
う
観
点
か
ら
評
価
さ
れ
る
。

い
う
ま
で
も
な
く
、
官
依
存
型
の
産
業
ク

ラ
ス
タ
ー
を
形
成
し
て
い
る
北
梅
道
で
は
、

雇
用
や
税
収
の
如
何
は
こ
の
ク
ラ
ス
タ
!
の

動
向
に
左
右
さ
れ
る
。
そ
れ
ゆ
え
、
ク
ラ
ス

タ
!
に
分
類
さ
れ
る
企
業
な
り
産
業
が
業
績

不
振
に
陥
っ
た
場
合
に
は
、
歳
入
基
盤
が
縮

小
す
る
な
か
で
、
歳
出
規
模
の
膨
張
が
先
鋭

的
に
現
れ
る
こ
と
と
な
る
。
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言
い
換
え
れ
ば
、
北
海
道
の
財
政
は
元

来
、
循
環
的
な
歳
入
不
足
か
ら
債
務
の
履
行

に
支
障
を
き
た
し
や
す
い
体
質
に
あ
る
と
い

え
る
。
加
え
て
、
咋
今
の
行
財
政
改
革
の
流

れ
の
な
か
で
、
補
助
金
や
地
方
交
付
税
に
そ

の
多
く
を
依
存
す
る
道
の
歳
入
は
構
造
的
に

も
制
約
さ
れ
つ
つ
あ
る
。

そ
の
一
方
で
、
宮
依
存
型
の
産
業
ク
ラ
ス

タ
ー
で
は
財
政
資
金
の
増
加
が
経
済
成
長
の

必
要
条
件
と
な
る
。
そ
の
た
め
、
北
海
道
は

好
不
況
に
か
か
わ
ら
ず
、
歳
出
に
膨
張
圧
力

が
か
か
り
ゃ
す
い
経
済
風
土
に
あ
る
。
道
が

唱
え
る
「
政
策
主
導
」
型
の
予
算
編
成
が
歳

出
全
般
に
一
日
一
る
リ
ニ
ュ

i
ア
ル
を
伴
わ
な
け

れ
ば
、
道
財
政
が
借
金
が
借
金
を
生
む
構
造

に
焔
る
で
あ
ろ
う
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
る
。

そ
の
意
味
で
は
、
予
算
編
成
に
反
映
さ
れ
る

今
「
前
例
踏
襲
」
体
質
や
「
タ
テ
割
り
」
組
織
の

弊
害
が
、
政
治
的
・
行
政
的
な
リ
ス
ク
・
フ

ァ
ク
タ
ー
と
し
て
作
用
し
て
い
る
の
で
あ

る。出

ω
年
度
末
時
点
で
、
道
債
の
措
入
先
は
資

金
運
用
部
な
ど
の
公
約
機
関
が
臼
・
4
%
、

市
中
銀
行
が
お
・
7
%
、
市
場
公
募
が

M
・
0

%
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
う
ち
市
場
公
募

は
、
事
実
上
引
受
シ
ン
ジ
ケ
!
ト
団
に
対
す

る
割
当
制
約
な
性
格
が
強
い
。
つ
ま
り
、
道

債
は
自
治
省
と
大
蔵
省
に
よ
る
協
議
・
許
可

を
「
お
墨
付
き
」
に
、
そ
の
デ
フ
ォ
ル
ト
・
リ

ス
ク
(
貸
し
倒
れ
が
生
じ
る
確
度
)
を
市
場

で
評
価
さ
れ
る
こ
と
は
な
い
と
い
っ
て
よ

い
。
だ
か
ら
こ
そ
、
道
に
は
財
政
状
態
を
見

据
え
た
債
務
管
理
が
強
く
求
め
ら
れ
る
の
で

あ
る
。
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以
上
、
概
括
的
で
は
あ
る
が
、
道
債
の
現

状
を
ア
ナ
リ
ス
ト
の
限
で
み
て
き
た
。

累
増
す
る
出
演
務
負
担
に
対
し
て
道
の
返
済

能
力
は
低
く
、
予
算
変
動
に
対
す
る
バ
ッ
フ

ァ
i
も
剥
落
し
つ
つ
あ
る
。
経
済
の
宮
依
存

体
質
や
道
政
改
革
の
遅
れ
も
リ
ス
ク
・
フ
ァ

ク
タ
ー
と
し
て
作
用
し
、
道
債
は
い
ま
や
、

ジ
ヤ
ン
ク
・
ポ
ン
ド
(
投
資
不
適
格
債
)
と

化
し
つ
つ
あ
る
。
最
終
的
に
は
道
民
の
負
担

に
帰
す
る
道
債
。
ー
人
あ
た
り
貯
万
6
0
0

0
円
の
意
味
を
あ
ら
た
め
て
潤
い
直
す
必
要

が
あ
ろ
う
。

い
ち
ろ
う
)
氏

撞
策
藤
一
朗
〈
さ
い
と
う

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

1
9
8
5
年
、
東
北
大
学
経
済
学
部
卒
業
。
第
一
勧

業
銀
行
勤
務
を
経
て
、
民
年
、
北
海
道
大
学
大
学
院
経
済

学
部
研
究
科
修
士
課
程
修
了
。
同
年
よ
り
小
樽
商
科
大

学
商
学
部
助
手
、
貯
年
4
月
よ
り
現
職
。


